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平成２３年度
 東京労働局における

 重点対策の取組状況

平成２４年３月１３日（火）

東京地方労働審議会資料

２

資料

 

２



平成２３年度（平成23年４月～平成24年1月）の進捗状況＜職業安定分野における重点対策＞

目標 実績 達成率 前年実績 前年比

新規求職 605,275 584,818 96.6％ 620,515 ▲5.8％

紹介件数 1,753,915 1,630,686 93.0％ 1,876,172 ▲13.1％

就職件数 123,145 124,371 101.0％ 122,838 1.2％

就職率 20.3％ 21.3％ 1.0Ｐ 19.8％ 1.5Ｐ

新規求人 744,988 824,015 110.6％ 725,234 13.6％

充足数 164,037 166,460 101.5％ 163,607 1.7％

充足率 22.0％ 20.2％ ▲1.8Ｐ 22.6％ ▲2.4Ｐ

平成２３年度（

 

平成23年4月～平成24年1月）職業紹介業務取扱状況 平成２３年度 平成２２年度 前年同期比

受 給 資 格 決 定 件 数 155,578 164,556 ▲5.5％

受 給 実 人 員 （ 月 平 均 ） 60,377 67,603 ▲10.7％

再就職手当支給決定件数 29,341 31,320 ▲6.3％

就 職 決 定 件 数 28,955 29,457 ▲1.7％

. 個 別 延 長 給 付 決 定 件 数 33,092 41,245 ▲19.8％

平成２３年度（平成23年4月～平成24年1月）

 

雇調金・中安金取扱状況

平成２３年度（平成23年4月～平成24年1月）

 

雇用保険受給者取扱状況

３

目 標 実 績 達成状況

新規求人数 744,988 824,015 110.6％

うち開拓求人数 144,550 187,932 130.0％

平 成 ２ ３ 年 度 （ 平 成 2 3 年 4 月 ～ 平 成 2 4 年 1 月 ）

 

新 規 求 人 開 拓 数

１ 安心して働けるセーフティネットの充実強化

職業安定の分野



面接会 実施結果

5月18～20日
第１回就職面接会

参加企業数：94社
求人数：775人
参加者：724人

6月15～17日
第２回就職面接会

参加企業数：91社
求人数：861人
参加者：726人

7月12～15日
第１回新規大卒者等合

 

同就職面接会

参加企業数：144社
求人数：1021人
参加者：1483人

8月23～24日
魅力発見

 

合同企業説

 

明会

参加企業数：91社
求人数：861人
参加者：726人

9月20～21日
被災地新卒者等専用埼

 

玉・東京就職応援面接会

参加企業数：63社
求人数：693人
参加者：168人

11月2日
（東京ビッグサイト）
第２回新規大卒者等合

 

同就職面接会

参加企業数：181社
求人数：1128人
参加者：2185人

1月26日
（六本木ジョブパーク）
第３回就職面接会（短大

 

生対象）

参加企業数：27社
求人数：272人
参加者：139人

2月14日
第３回新規大卒者等合

 

同就職面接会

参加企業数：173社
求人数：1274人
参加者：1715人

面接会等開催状況 (大学生等対象）

説明会・面接会 実施結果
7月8日
高校生のための合同企業説明会
ｉｎ西多摩

参加企業数：10社
説明数：74人
参加者：189人

7月22日
高校生のための合同企業説明会
ｉｎ立川

参加企業数：39社
説明数：3名25人
参加者：848人

7月27～28日
高校生のための合同企業説明会
ｉｎ六本木

参加企業数：67社
説明数：783人
参加者：1848人

10月6～7日（六本木ジョブパーク）
高校生のための就職面接会
ｉｎ六本木

参加企業数：62社
参加生徒・学生：552人
面接件数：1187人

10月12日（北沢タウンホール）
ヤングワークフェアｉｎせたがや

参加企業数：22社
参加生徒・学生：91人
面接件数：238人

10月25日（大田区産業プラザＰｉｏ）
高校生のための就職面接会ｉｎおおた

参加企業数：16社
参加生徒・学生：64人
面接件数：143人

10月26日（パレスホテル立川）
高校生のための就職面接会ｉｎ立川

参加企業数：40社
参加生徒・学生：278人
面接件数：639人

11月8日（東京芸術センター天空劇場）
高校生のための合同就職面接会

参加企業数：13社
参加生徒・学生：102人
面接件数：203人

11月14日（青梅市総合体育館）
高校生のための就職面接会
ｉｎ青梅

参加企業数：14社
参加生徒・学生：76人
面接件数：219人

11月18日（六本木ジョブパーク）
高校生のための就職面接会

参加企業数：30社
参加生徒・学生：167人
面接件数：484人

2月6日（六本木ジョブパーク）
第2回高校生のための就職面接会ｉｎ六本木

参加企業数：45社
参加生徒・学生：127人
面接件数：374人

２月8日（パレスホテル立川）
第2回高校生のための就職面接会ｉｎ立川

参加企業数：38社
参加生徒・学生：109人
面接件数：315人

(高校生対象）

４

２ 若年雇用対策の推進

○ジョブサポーターによる個別支援の実施
○大学等のニーズに応じた支援
○保護者を通じた未内定の学生・生徒への就職支

 
援の周知
○民間就職情報サイトによるジョブサポーター・新

 
卒応援ハローワーク等の周知
○東京新卒応援ハローワーク（六本木）を新宿に移

 
転・拡充するとともに、新拠点を増設（3月19日～）。

◆「卒業前最後の集中支援２０１２」による
就職支援の強化

◆新卒応援取扱状況（東京及び八王子）
（平成24年1月末現在）

ジョブサポーター等による相談

 
数 ３８，３６３人

就職内定数 ４，８４９人

セミナー参加数 ７，６４６人

◆今後の面接会予定

３月６、７、８日
「新規大卒者等就職応援面接会」
東京新卒応援ハローワーク

 

出会いのフロア
（新宿区西新宿２－７－１

 

小田急第一生命ビル２１

 
階）

職業安定の分野



需給調整事業部

＊15年及び16年は1日現在、その他は月末における事業所数。

 

（

 

）内は、対前年同月比

３

 

的確かつ厳正な指導監督の実施

 

(平成23年4月～平成24年1月)

５

 

申告、苦情相談への迅速かつ適切な対応

１

 

法制度の周知

イ

 

職業紹介事業

紹介事業者 開始予定事業者 合 計

周知数 1,072 299 1,371

２

 

許可・届出事業所数の推移（東京局管内）

（１）

 

申告の状況

 

25件

 

（平成23年4月～平成24年1月）

イ

 

職業紹介事業相談件数

 

31,058 件
（求職者

 

180 件）
（紹介事業者・求人者等

 

30,878 件）

ア

 

労働者派遣事業

派遣元事業主 開始予定事業主 派遣先事業主 合 計

周知数 2,066 384 498 2,948

種 別 労働者派遣事業 職業紹介事業

項 目 ２３年度 対前年同期比 ２３年度 対前年同期比

実施事業所数 1,899所 19.2％増 566所 45.0％減

是正指導率 59.5％ 24.5P増 57.1％ 27.1P増

（１）

 

説明会の開催（平成23年4月～平成24年1月）

（２）

 

派遣労働者セミナーの開催（平成23年度）

（延

 

71回）

（延

 

44回）

延 6 回開催済

 

参加者 1５９名
(ＨＷ新宿(キャリアアップＨＷ)、ＨＷ品川、ＨＷ渋谷、ＨＷ墨田、ＨＷ府中、ＨＷ池袋)  

労働者派遣事業、職業紹介事業の指導監督等について

ア

 

労働者派遣事業相談件数

 

83,223 件
（派遣労働者

 

1,301件）
（派遣元・派遣先等

 

81,922 件）

（２）

 

苦情

 

・

 

相談の状況

 

（平成23年4月～平成24年1月）

４

 

現下の課題に対応した厳正な指導監督の実施

（１）

 

東日本大震災からの復旧・復興事業等に係る違法な労働者派遣、募集等について情報収集に努めると

 

ともに、的確かつ厳正な指導監督を実施した。

 

（２）

 

違反を繰り返す派遣元事業主に対しては、全社における全ての労働者派遣の総点検の実施を求めるこ

 

とや、行政処分の実施を念頭に置いて積極的な指導監督を実施した。
（３）

 

１０月を指導強化月間とし、製造業の請負事業所に対する労働基準監督署との共同監督を実施した。
（４）

 

外国人技能実習生に係る監理団体の行う無料職業紹介事業所に対する指導監督を集中的に実施した。

②

 

派遣元・派遣先等
ⅰ

 

事業運営に係る相談

 

（延べ

 

13,667件

 

）

ⅱ

 

許可・届出等に係る相談
（延べ

 

69,098件）

②

 

紹介事業者・求人者等
ⅰ

 

事業運営に係る相談

 

（延べ

 

1,725件）

ⅱ

 

許可・届出等に係る相談
（延べ

 

29,264件）

派遣期間

（抵触日）

政令業務

 

10.4%

派遣・請負区分
基準

 

11.3%

適用除外業務 4.4%

賃金・労働時間

 

3.6%

就業条件の明示

派遣・請負区分基準

賃金・労働時間

 

8.0%

政令業務 8.2%

求人求職の受理

 

13.1%

個人情報の保護 2.8%

労働条件の明示

 

2.4%

紹介事業者の苦情処理 1.1%

求人求職の受理

 

15.6%

個人情報の保護

 

14.6%

労働条件の明示

 

9.4%

派遣元・派遣先の苦情処理

 

7.6%

雇用の申込義務 4.1% 事前面接等 4.0%

個人情報の保護 3.9%

雇用の申込義務 3.8%

就業条件の明示 3.4%

雇止め等

 

3.0%

派遣期間（抵触日）

 

6.3%

①

 

派遣労働者

 

（延べ

 

1,485件） ①

 

求職者

 

（延べ

 

192件）

その他事業運営

紹介予定派遣 2.2%

適用除外
業務

 

2.1%

労働・社会保険

 

3.1%

紹介予定派遣 3.5%

雇止
め等
15.6%

11.0
%

10.6
%

13.3
%

11.9
%

その他事業運営
44.7%

その他事業運営
64.1%

その他
事業運営

23.4%

手数料の徴収

 

16.7%

紹介事業者の苦情処理

 

20.3%

手数料の徴収

 

16.5%

需給調整の分野

５



６

労働基準分野における重点対策（第３四半期までの進捗状況） 

 

 

 

 

 

 

 

１ 厳しい雇用環境の下、申告・相談、立替払は依然として多い     申告受理件数：6,460件（23年、前年比8％減） 

                                     立替払（認定）受理件数： 485件（23年、前年比7％減）速報値 

   賃金不払、解雇、働き過ぎなどの問題への優先的対応                  東日本大震災に関する適切な相談対応   

 被災者に対する立替払・労災請求の周知  
  

２ 高水準で推移する投書などの情報           倒産情報、賃金不払残業等の情報監督の優先的実施 

長時間労働による健康障害 ／ 脳・心臓疾患（精神障害）の労災請求の多くに長時間労働の存在 

   脳・心臓疾患の労災請求135件（23年度 前年度同期比5％増）      精神障害請求176件（23年度 前年度同期比2％減） 
 

・36協定受理時の窓口指導、自主点検、集団指導及び監督指導 

・メンタルヘルス対策：個別指導、メンタルヘルス対策支援センターの利用勧奨、産業保健フォーラムの開催（10月25日） 

・過労死等発生事業場監督、長時間労働による健康障害発生懸念事業場監督 

・Ｗ･Ｌ･Ｂセミナーの開催（ 11月24日） 

○全体の死亡災害は減少するも、建設業、運輸交通等で増加       死傷災害は、建設業、商業で増加し、全体では微増 

・死亡者数：６６人（23年 前年同期比４人減／3月2日現在）       ・休業４日以上の死傷者数：8,844人（23年 2.4％増加／1月31日現在） 

     《墜落及び交通事故死亡災害が多発》                《墜落・転落、転倒等の災害が多発》 

  ゴンドラによる災害など大手建設事業者の現場で死亡災害多発 

  
 

厳しい経済情勢下における労働条件の確保・改善対策 

長時間労働の抑制・過重労働による健康障害防止対策 

死亡災害の２０％減少を始めとする目標達成に向けた労働災害防止対策 

「東京ゼロ災害運動」による集中的取組（１～6月） 
－働く人、企業、家族の元気づくり～東京ゼロ災害－ 

労働基準の分野
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労働基準の分野
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（１）東京における労働時間の現状 

   ①労働者（パートタイム労働者等を含めすべての労働者）一人当たりの平均年間総実労働時間の推移（単位：時間） 

 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

 東 京 1,802 1,824 1,860 1,854 1,789 1,804 

 全 国 1,829 1,843 1,850 1,836 1,768 1,798 

  ※厚生労働省「毎月勤労統計調査」・事業所規模 30 人以上、数値は年平均月間値を 12 倍し、小数点以下を四捨五入したもの。 

   ②一般労働者一人当たりの平均年間総実労働時間の推移                    （単位：時間） 

 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

 東 京 1,943 1,66 1,980 1,969 1,935 1,945 

  ※厚生労働省「毎月勤労統計調査」・事業所規模 30 人以上、数値は年平均月間値を 12 倍し、小数点以下を四捨五入したもの。 

 

 

      

（２）労働時間等の設定の改善の促進 

   ①「労働時間等見直しガイドライン」（平成 22年 12月改正)の周知 

   ② 労働時間設定改善コンサルタントの訪問指導（平成 22年 201 件、平成 23年 348 件） 

   ③ 職場意識改善助成金（計画認定申請事業場数：平成 22年度 40 件、平成 23年度 46 件） 

 

 

（３）仕事と生活の調和の実現 

   ①「東京・仕事と生活の調和推進プログラム」・好事例集「きっとできる！東京のワーク・ライフ・バランス」の周知 

   ②「仕事と生活の調和推進セミナー」の開催（平成 23 年 11月 24 日，九段第三合同庁舎） 

   ③「仕事と生活の調和に向けた自主点検」の実施 

     

  

８

労働基準の分野



※認定件数は、当該年度に請求されたものに限るものではない。

105% 68 72

平成22年度

平成23年度(上期)

73

67

平成20年度

平成21年度

対前年比(％)

請　求　件　数

３　石綿関係疾病給付状況（労災保険法に基づく石綿関係疾患の認定状況)

肺がん 中皮腫 石綿肺等 計

12

75 58 14 147 87% 79 58

26 146 99% 65 44

67 29

※「石綿肺等」とは、「石綿肺」、「良性石綿胸水」、「びまん性胸膜肥厚」である。

対前年比(％)

152 104%

155 102%

169

20 26

認　定　件　数

肺がん 中皮腫 石綿肺等 計

47 35 17 99

53

18

5

16 125 81%

51

全　国
認定件数

802 4.6%

24.4%

377

73 45

1　脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）の労災補償状況

東　京

全　国

東　京

（件）

前年度比

請求件数
7.7%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度区分 平成20年度

脳・心臓疾患

148 130 140

平成21年度 平成22年度

889 767

注)　認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

　　　平成24年度1月末現在の請求件数は135件、認定件数は21件となっている(速報値)。

293 285

56

-2.7%

注)　認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

　　　平成24年度1月末現在の請求件数は176件、認定件数は30件となっている(速報値)。

(未遂を含む。)

請求件数
うち自殺

24

全　国

東　京

65

東　京

全　国

東　京

40 33

平成20年度 平成21年度

927 1136

21

全　国 1181 4%

158 201

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度区
分

平成22年度 前年度比

179 -11%東　京

28 17%

全　国 66 63

148 157 171 9%

認定件数

請求件数

精神障害

（件）

40 21%

269 234 308 32%

3%
認定件数

10 6 8 33%

９

労働基準の分野



平成21年度(5～3月) 平成22年度(4～3月) 平成23年度(4～12月)

相 談 件 数 345 594 539

個別訪問支援件数 345 351 316

周 知 訪 問 回 数 1,060 1,128 1,010

管 理 者 研 修
実 施 回 数 122 133

職 場 復 帰 支 援
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成支援 26

メンタルヘルス対策支援センター（東京）の支援状況

精 神 疾 患 に よ る 労 災 請 求 ・ 認 定 状 況 の 推 移

H23年12月末日現在

メ ン タ ル ヘ ル ス 対 策メ ン タ ル ヘ ル ス 対 策
従業員の健康管理に関するアンケート結果発表（抜粋）

労働基準の分野
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11

労働基準の分野

東京労働局 労働基準部安全課
  

木造家
屋建築
工事業

23年発生分 786 1,343 205 942 112 196 1,485 847 91 1,476 1,289 670 757 556 742 516 1,404 141 188 90 8,844
前年同期 799 1,257 222 881 143 154 1,490 893 99 1,374 1,200 644 777 584 785 547 1,322 134 175 92 8,639

増減率(％) -1.6 6.8 -7.7 6.9 -21.7 27.3 -0.3 -5.2 -8.1 7.4 7.4 4.0 -2.6 -4.8 -5.5 -5.7 6.2 5.2 7.4 -2.2 2.4

（注１） （注２）データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。
下段は前年 　　 同期(速報値)
上段は24年2月末日 現在(速報値)

平成23年死傷災害発生状況 （24年2月末日現在）

土木工
事業

建築工
事業

その他
の建設

業

道路貨
物運送
業

卸小売
業

飲食店
保健衛
生業

接客娯
楽業

清掃と
畜業

業種別

製造業 建設業
全産業
合計

ビルメ
ン業

金融業 警備業

 その他
の三次
産業

その他
運輸交
通業

貨物取
扱業

商業

東京労働局 労働基準部安全課
  

木造家
屋建築
工事業

23年発生分 5 26 8 11 4 7 7 4 1 4 3 1 0 0 6 5 14 1 3 2 66
前年同期 6 25 9 12 2 4 7 5 0 7 7 0 1 0 7 3 14 1 3 3 70
増減数 -1 1 -1 -1 2 3 0 -1 1 -3 -4 1 -1 0 -1 2 0 0 0 -1 -4 

（注）
下段は前年 　　同期(速報値)

平成23年死亡災害発生状況 （24年3月2日現在）

上段は24年3月2日 現在(速報値)

その他
(一次産

業)

全産業
合計

土木工
事業

建築工
事業

その他
の建設

業

道路貨
物運送

業
警備業金融業

貨物取
扱業

商業
保健衛
生業

接客娯
楽業

清掃と
畜業

 その他
の三次
産業

運輸交
通業

卸小売
業

飲食店
ビルメ
ン業

業種別

製造業 建設業

平成23年死亡災害発生状況(対前年比)
平成24年3月2日 現在

現在 66人
前年同期 70人
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労働基準の分野

平成24年死亡災害発生状況（3月2日 現在）
東京労働局 労働基準部安全課

  

木造家
屋建築
工事業

本年発生分 2 3 1 2 0 0 1 1 0 1 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 9
前年同期 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
増減数 2 2 1 1 0 0 1 1 0 1 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 8

（注）
下段は前年同期　　　（速報値）
上段は本年3月2日 現在(速報値)

その他
(一次産

業)

全産業
合計

土木工
事業

建築工
事業

その他
の建設

業

道路貨
物運送

業
警備業金融業

貨物取
扱業

商業
保健衛
生業

接客娯
楽業

清掃と
畜業

 その他
の三次
産業

運輸交
通業

卸小売
業

飲食店
ビルメ
ン業

業種別

製造業 建設業

平成24年死傷災害発生状況（2月末日 現在）
東京労働局 労働基準部安全課

  

木造家
屋建築
工事業

本年発生分 16 38 11 23 2 4 43 19 5 26 25 10 12 10 15 10 36 2 7 1 202
前年同期 4 29 6 20 1 3 26 12 1 17 17 10 8 7 16 10 32 1 5 1 144

増減率(％) 300.0 31.0 83.3 15.0 100.0 33.3 65.4 58.3 400.0 52.9 47.1 0.0 50.0 42.9 -6.3 0.0 12.5 100.0 40.0 0.0 40.3

（注１） （注２）データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。
下段は前年同期　　　　(速報値)

製造業 建設業
清掃と
畜業

 その他
の三次
産業

上段は本年2月末日 現在(速報値)

土木工
事業

建築工
事業

その他
の建設

業

道路貨
物運送

業

業種別

卸小売
業

飲食店
保健衛
生業

接客娯
楽業

その他
(一次産

業)

全産業
合計

ビルメ
ン業

金融業 警備業
運輸交
通業

貨物取
扱業

商業

平成24年死亡災害発生状況(対前年比)
平成24年3月2日 現在

現在 9人
前年同期 1人
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労働基準の分野



１ 男女雇用機会均等関係
(1)相談件数 
 平成 23年 平成 22年 

労 働 者        １，８５６件     ２，１０９件 
事 業 主     １，１８５件      １．１２０件 
そ の 他        ５３５件       ６９４件 

計     ３，５７６件     ３，９２３件 
 
(2)紛争解決援助受理件数 
 平成 23年 平成 22年 
労働局長による援助        ８６件        ５９件 

調   停         １１件           ９件 
 
(3)指導件数 

 平成 23年 平成 22年度 
助   言        ２５０件        ４９８件 
指   導         １２件           ７２件 
勧   告            ０件            ０件 

ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ･ｱｸｼｮﾝ助言          ３４０件           １４９件  
 
 
 
 
２ 育児・介護休業法関係  
(1)相談件数  

 平成 23年 平成 22年 
労 働 者   １ ， ２ ６ ６ 件      １，０５０件 
事 業 主   ７ ， ５ ７ ９ 件     １７，８１６件 
そ の 他     ７ ９ ７ 件       １，１７７件 

計   ９ ， ６ ４ ２ 件  ２０，０４３件 
 
(2)紛争解決援助件数 
 平成 23年 平成 22年 
労働局長による援助      ６ ８ 件        ２９件 

調   停        ３ 件           ３件 
 
(3)指導件数 
 平成 23年 平成 22年度 

助   言   １ ， ５ １ ５ 件        ３２０件 
指   導       ０ 件            ０件 
勧   告       ０ 件            １件 
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平成２３年度東京労働局雇用均等室重点施策取組状況

雇用均等の分野



 
３ パートタイム労働関係  
(1)相談件数 

 平成 23年 平成 22年 
短時間労働者      ４ ９ 件        ５９件 
事 業 主     ２ ２ ４ 件       ３８１件 
そ の 他      ６ ９ 件           ７７件 

計     ３ ４ ２ 件       ５１７件 
                                    
(2)紛争解決援助件数 
 平成 23年度 平成 22年度 

 労働局長による援助       ０ 件          １件 
 

 調   停       ０ 件            ０件 
 
(3)指導件数 
 平成 23年 平成 22年度 

助   言     ８ ５ １ 件       ８９９件 
指   導       ４ 件           ８件 
勧   告       ０ 件           ０件 

 
 
 
 
４ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画関係  
                   （平成 24 年 2 月末日現在）  
 管内企業数  労働者数３００人超企業        ４，６２６社 

労働者数１００人超３００人以下企業  ５，９４８社 
（１）届出件数   １４，１４８社 

うち労働者数３０１人以上        ４，５１８社    
 届出率９７．７％ 

  労働者数１００人超３００人以下   ５，２１９社    
 届出率８７．７％ 

        労働者数１００人以下                 ４，４１１社 
（２）認定件数     ５４０社 

うち労働者数３０１人以上          ４７４社 
  労働者数１００人超３００人以下      ４１社 
  労働者数１００人以下           ２５社 

 
 

雇用均等の分野
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平成2 3年度

 

労働保険適用徴収の分野における重点対策取組状況

●●労働保険料等の適正徴収労働保険料等の適正徴収

平成22年度収納率

 

98.43％

●●労働保険事務組合制度の労働保険事務組合制度の

効率的な運用効率的な運用

●●労働保険未手続事業労働保険未手続事業
一掃対策の推進一掃対策の推進

『第3次労働保険未手続事業
一掃対策3カ年計画』

平成23年度～25年度

目標数値：3年間で18,158件の
保険関係成立

★監督署・安定所・東京都労働保険事務組合

 
連合会との連携による制度の周知及び効果

 
的な指導

★重点指導事務組合に対する個別指導・集

 
団指導

★雇用保険監察官による的確な監査

平成22年度収納率

 

99.04％

＜事務組合委託分で全体の内数＞

16

労働保険適用徴収の分野

東京局
平成23年度

 

(24年1月）
平成22年度 平成21年度

徴収決

 

定額
9327億円 8993億円 7490億円

収納額 6600億円 8852億円 7360億円

収納率 70.76％ 98.43％ 98.25％

全国占

 

有率
27.96％ 28.38％ 27.93％

東京局
平成24年

1月

平成23年

1月

平成22年

1月

徴収決

 

定額
9327億円 8974億円 7470億円

収納済

 

額
6600億円 6447億円 5407億円

収納率 70.76％ 71.84％ 72.38％

東京局

平成23年

 

度(23年

 

12月）

平成22 
年度

平成21年

 

度

徴収決定額
798
億円

793
億円

695
億円

収納額

530
億円

786
億円

688
億円

収納率

66.41
％

99.04
％

98.96％

東京局
第3次3カ年

 

計画

平成23年

 

度(23年

 

12月末）

第2次3カ年

 

計画

成立目

 

標件数
18158件 5640件 20174件

成立件

 

数
― 4189件 20040件

達成率 ― 74％ 99％



労働相談の充実の分野
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労働相談の充実の分野における取組状況

項目 総合労働相談コーナー 総合労働相談員 うちあっせん事務局担当 紛争調整委員会(あっせん委員) 労働紛争調整官

件数等 21か所

 

(庁外コーナー2か

 

所を含む)
97人

(4/1付けで3人増員)
9人

（4/1で1人減員）

36人 ６人

１

 

東京局における個別労働紛争解決制度の処理体制

平成23年

 

(1～12月) 平成22年同期比 平成21年同期比

28,944件 96.2％(30,082件) 100.4％(28,834件)

東京局相談件数のうち、事業主からの相談件数は3,104件(10.7%)であり、男女別では、男

 

は15,468件(53.4%)、女は13,400件(46.3%)である。

２

 

労働相談件数

東京局相談件数のうち、事業主からの相談件数は46,596件(35.8%)であり、男女別では、

 

男は77,059件(59.2%)、女は53,060件(40.7%)である。

平成23年

 

(1～12月) 平成22年同期比 平成21年同期比

130,230件 100.4％(129,717件) 99.1％(131,419件)

３

 

個別労働関係紛争に係る相談件数(上記２の内訳件数)

５

 

労働局長の助言・指導の運用状況

平成２３年

 

(1～12月) 平成２２年同期比 平成２１年同期比

532件 105.8％(503件) 78.4％(679件)

手続きを終了した533件のうち，処理期間が1か月以内のものは505件（94.7％）であり，

 

あっせんに移行した事案は23件（4.3％）である。

６

 

紛争調整委員会によるあっせんの運用状況

平成２３年

 

(1～12月) 平成２２年同期比 平成２１年同期比

1,288件 97.9％(1,315件) 70.2％(1,835件)

手続きを終了した1,258件のうち，あっせんへの参加率は763件（60.7％）であり、合意に達

 

したものは518件（41.2％)である。処理期間は604件(48.0％)が１か月以内に終了している。

４　個別労働関係紛争に係る相談内容の内訳
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平成２４年度
 東京労働局
 行政運営方針(案）の概要

平成２４年３月１３日（火）

東京地方労働審議会資料

資料
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最重点目標とその取組

●

 

ハローワークのマッチング力を強化し、安定した雇用の実現を図ります。
・

 

求職者ニーズの把握に努め、的確な求人開拓を行うとともに求職者個々の状況に応じたきめ細やかなマッチング支援を実施します。
・

 

新規学校卒業者等の求人確保を図り、学校との連携を強化して学卒ジョブサポーターによる就職支援を実施します。
・

 

企業の雇用管理の改善を図り、高齢者及び障害者の雇用を促進します。
・

 

雇用保険制度の適正な運営により、労働者等の保護を図るとともに、早期再就職の実現を促進します。
・

 

求職者支援制度等の活用により、雇用保険を受給できない方等への職業訓練による能力形成を通じ、早期就職の実現を推進します。
・

 

労働者派遣法改正に関する動向に注視しつつ、派遣元事業主、派遣先、職業紹介事業者に対して、法制度の周知徹底、
的確かつ厳正な指導監督を実施し、派遣労働者等の保護及び雇用の安定の充実を図ります。

●

 

働き過ぎ、賃金不払、解雇などの問題に、優先的に対応します。
・

 

長時間労働の抑制、過重労働による健康障害の防止、賃金不払残業の解消を図ります。
・

 

賃金不払や解雇などの申告事案に、優先的に監督指導などを実施します。
・

 

労働災害防止対策、メンタルヘルス対策などの推進を図り、労働者の安全と健康の確保に努めます。
・

 

改定された最低賃金の周知・広報と履行確保に努めます。
・

 

労働に関する相談に的確に対応します。

●

 

男性も女性も安心して働ける環境を作ります。
・

 

妊娠・出産・育児休業等による不利益取扱、職場におけるセクシュアルハラスメント等に係る相談に、的確かつ厳正に対応します。
・

 

改正育児・介護休業法の全面施行にあたり、中小企業を中心に、改正内容の周知徹底を図り、規定整備、制度の定着を促進します。
・

 

パートタイム労働者と正社員との均衡待遇の確保等を図ります。

―

 
働くことがむくわれる社会をめざして

 
―

誰もが健康で安心して働ける社会を実現するため、
東京労働局、労働基準監督署及びハローワークは組織の総力を挙げて取り組みます。
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平成２４年度
 職業安定の分野における重点対策

職業安定部
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１

 
マッチング機能の充実・強化

円滑な需給調整機能の強化

◆求職者ニーズに対応するための充足を意識した求人確保
◆求人充足会議等を活用したマッチング支援
◆職員の基礎力及び専門性の向上

求人者サービスの充実・強化

◆求人充足対策の強化
◆事業所（画像）情報の積極的な活用
◆求人受理時の確認の徹底等
◆満足度調査の活用によるハローワークサービスの推進

求職者サービスの充実・強化

◆早期再就職実現のための基本業務の徹底
◆提案型の紹介によるマッチング支援
◆リピータの確保と個別総合支援サービスの実施
◆雇用保険受給者に対する就職支援の実施
◆震災被災者に対する就職支援の実施
◆満足度調査の活用によるハローワークサービスの推進

職業安定の分野
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２

 
若年者雇用対策の推進

新規学校卒業予定者、未就職卒業者に対する就職支援等

◆新規学校卒業者の求人開拓等の徹底
◆新規高等学校卒業予定者に対する就職支援の強化
◆新規大学等卒業予定者に対する就職支援策の実施
◆青少年雇用機会確保指針の周知
◆未就職卒業者の就職支援の強化
◆職業意識形成支援の積極的推進
◆採用内定取消しへの対応
◆東京新卒者就職応援本部の活用

若年者に対する就職支援

◆若年者相談窓口による就職支援
◆年齢制限禁止の例外事由の適切な運用による若年者向け求人の確保
◆職業能力開発施策の効果的な活用

「若者ステップアッププログラム」によるフリーター等の就職支援の強化

◆フリーター等の支援の促進
◆ジョブカフェとの連携によるきめ細かな就職支援
◆ニート等の状態にある若者の職業的自立支援

３

 
高年齢者雇用対策の推進

定年引き上げ、継続雇用制度の導入等による高年齢者の安定した雇用の確保の推進

◆高年齢者雇用確保措置に関する事業主に対する指導の実施
◆希望者全員が６５歳まで働ける企業等及び企業の実情に応じて何らかの仕組みで７０歳まで働ける企業（「７０歳まで働ける企

 
業」）の普及・促進

職業安定の分野
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４

 
障害者

 
雇用対策の推進

法定雇用率達成指導の徹底

◆指導基準に基づいた厳正な指導
◆企業の雇用課題に対応した指導
◆公的機関に対する指導

障害者雇用機会の拡大

◆障害者個々人に応じた就職支援の推進
◆地域の関係機関との連携による「チーム支援」の推進
◆障害特性に応じたきめ細かな支援の実施

５

 
子育てする女性等に対する再就職支援

子育てする女性等に対する再就職支援の充実

・マザーズハローワーク東京及びマザーズコーナー（8箇所）において、個々のニーズに応じた担当制による職業相談・職業紹介の実

 
施
・自治体や関係機関等との連携による子育て支援ネットワークを利用しての事業内容・支援メニューの周知
・子育て支援担当の職員や就職支援ナビゲーター等に対する研修会や交流会を開催し、ノウハウの共有化及び専門性の向上を図

 
る

職業安定の分野
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６

 
職業訓練の効果的な活用による就職支援

東京都地域職業訓練実施計画の策定

◆東京都地域訓練協議会の設置
◆地域の人材ニースに基づく訓練計画等のとりまとめ
◆公共職業訓練コース設定への協力

求職者支援訓練の活用

◆求職者支援制度を活用した就職支援
◆職業訓練受講給付金を活用した生活支援

公共職業訓練の活用

◆ 的確な受講あっせん

◆職業訓練受講者等に対する就職支援

ジョブ・カード制度の活用

◆地域ジョブ・カード運営本部の設置・運営
◆ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティング

 

の実施
◆就職支援
◆学生用ジョブ・カードの活用促進
◆ 地域ジョブ・カード（サポート）センターとの連携

職業安定の分野
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７

 
雇用環境の整備のためのセーフティネットの推進

雇用保険制度の適正な運営

◆雇用保険適用関係業務の適正かつ円滑な推進
◆厳格認定による適正な給付及び不正受給の防止
◆債権管理業務の適正な運営

雇用調整等に対する的確な対応

◆雇用維持努力の積極的な支援
◆円滑な労働移動の支援
◆各種助成金の効果的活用と積極的な広報活動の実施

住居・生活困窮者に対する就労支援

非正規労働者への就労支援

８

 
求職者個々の状況に的確に対応した就職支援

「福祉から就労」支援事業の推進

◆「生活福祉・就労支援協議会」を活用し、地方自治体との協定等に基づき、相互に緊密な連携を図る
◆生活保護の受給申請等の早期の段階からの就職支援を実施

◆東京非正規労働者総合支援センター（東京キャリアアップハローワーク）に、若年者等のフリーターの正規雇用化支援の強化を図

 
るため、専門コーナーを設置

職業安定の分野
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公正な採用選考の推進

◆雇用保険適用関係業務の適正かつ円滑な推進
◆厳格認定による適正な給付及び不正受給の防止
◆債権管理業務の適正な運営

その他各種雇用対策の推進

◆ホームレスの就業支援対策の推進
◆刑務所出所者等に対する就労支援
◆建設・港湾労働対策
◆農林漁業への就職支援
◆人材銀行事業の運営

地域雇用対策の推進

雇用対策の効果的な実施

９

 
地方公共団体との連携による就職支援

・「重点分野雇用創造事業」、特に震災緊急雇用対応事業の効果的かつ円滑な運営
・「実践型地域雇用創造事業（旧パッケージ事業）」等の活用促進、取組支援

・東京都と密接な連携・協力による雇用対策の推進

職業安定の分野
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地方公共団体との意見交換

地域主権改革の「アクション・プラン」に基づく一体的実施の推進

区市町村と連携した職業相談・職業紹介

◆雇用対策連絡調整会議の開催
◆雇用問題連絡会議の開催

・地方自治体からの提案を基に、安定所が行う無料職業紹介等と地方自治体が行う業務を協定に基づいた一体的実施の取組

・「ふるさとハローワーク（市町村連携型）」の運営

職業安定の分野
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平成２４年度
 需給調整事業の分野における重点対策

需給調整事業部
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１
 

的確かつ厳正な指導監督の実施

ア

 
法制度の周知、計画的な指導監督の実施

（ア）

 
法制度の周知

労働者派遣法改正法案が成立した場合に、均等待遇の配慮義務をはじめとする法制度に

ついて、派遣元事業主及び派遣先の双方に対して積極的な周知及び指導を図る。

現行法制化においても、労働者派遣事業や職業紹介事業が適正に運営され、機能と役割

が十分に発揮されるよう、窓口・新規事前説明会等において、法の趣旨・内容を周知徹底する。

（イ）

 
許可申請・届出の適正かつ迅速な処理

許可申請・届出の処理に当たっては、労働者派遣事業の雇用保険、厚生年金等の適用状

況の確認について、安定所、日本年金機構年金事務所との連携を図る。

また、許可・届出後の変更届出の法定届出について、未提出、提出遅延があった場合は、

是正指導を行う。

（ウ）

 
的確かつ厳正な指導監督の実施

東京労働局各部室、監督署、安定所及び各労働局需給調整事業担当部門と連携を図り、派

遣元事業主及び請負事業主の事業運営、派遣労働者等の派遣先等における就労実態の把握

に努め、的確かつ厳正な指導を徹底する。

また、求人広告の苦情等を把握した場合は、募集を行う者及び求人情報提供事業者に対し

て、適切な指導や協力要請を行う。

需給調整の分野
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悪質な違反を行った派遣元事業主、指導を行ったにもかかわらず違反を繰り返す派遣元事業

主、繰り返し違法派遣を受け入れる派遣先に対しては、行政処分、勧告・公表を含む厳正な指

導監督を実施する。

労働基準部との連携の下に、偽装請負の就労実態にあり重篤な労働災害を発生させた事業

者には行政処分等厳正な措置を講ずる。

ウ

 
派遣受入期間を超えた違法派遣への厳正な対応

エ

 
偽装請負に対する厳正な対応

情報提供、定期指導を含め、様々な端緒をもとに、業務請負、事業委託等の状況を把握し、
業務請負と称しつつ、実態として労働者派遣の形態で業務を行っていることが判明した場合は、
是正指導を実施する。

派遣から請負への切替を行う派遣元事業主及び派遣先の増加が見込まれることから、派遣
先を発注者として請負に移行したものについては、臨検指導を実施する。

イ

 
悪質な違反を行った事業主及び違反を繰り返す事業主に対する厳正な

指導監督の実施

派遣受入期間を超えた違法派遣については、厳正に対応するとともに、特に、専門２６業務と称
して派遣を継続する事業者に対しては、派遣適正化のための指導監督を継続して実施する。

指導監督にあたっては、原則として派遣先の訪問調査を実施し、別の派遣元事業主から受け入
れている労働者派遣についても確認を行う。

需給調整の分野
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オ

 
職業紹介事業者に対する指導監督の徹底

職業紹介事業については、労働条件の明示、取扱職業の範囲の明示等、帳簿書類の備付けなど
適正な業務運営が行われているかを確認するとともに、不適正な手数料徴収や賃金の間接払い等
ついて、指導監督を徹底し、違法事案に対して的確かつ厳正に対応する。

カ

 
技能実習生等外国人労働者に係る職業紹介事業等の適正な運営の確保

外国人労働者を対象とする派遣元事業主、請負事業主、職業紹介事業者等に対する指導監督に
当たっては、安定所、監督署、日本年金機構年金事務所その他関係機関との連携に留意する。

また、職業紹介事業については、監理団体が行う技能実習生に係る職業紹介事業に対する指導
監督を実施する。

キ

 
事業報告書未提出等の事業主に対する厳格な指導監督の実施

事業報告書未提出の派遣元事業主及び職業紹介事業者に対しては、指導を徹底するとともに、
指導を行ってもなお未提出の場合には行政処分を含め厳正に対処する。

ク

 
製造業の請負事業の雇用管理の改善及び適正化の推進

製造業の請負事業の雇用管理の改善及び適正化を図るためのガイドライン及びチェックシート
の周知・啓発を行うとともに、請負事業主等の自発的かつ積極的な取組に対する相談援助を行う。

需給調整の分野

31



２
 

申告、苦情相談への迅速かつ適切な対応

派遣労働者等からの申告、苦情相談については、正確な内容の把握に努め、問題が認

められる事案については、迅速かつ的確に対応する。

また、派遣労働者に対して、リーフレット等の配布や派遣労働者セミナーの開催により、法

制度を周知する。

３
 

民間を活用した就職支援

官民連携した雇用情報システムである「しごと情報ネット」については、民間の労働力需給

調整機関や地方公共団体等に対し、積極的な周知を図る。

需給調整の分野
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平成２４年度
 労働基準の分野における重点対策

労働基準部
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２４年度の最重点目標

・

 

長時間労働の抑制、過重労働による健康障害の防止、賃金不払残業の解消
・

 

賃金不払や解雇などの申告事案に、優先的に監督指導などを実施
・

 

労働災害防止対策、メンタルヘルス対策などの推進
・

 

改定された最低賃金の周知・広報と履行確保

働き過ぎ、賃金不払、解雇などの問題に、優先的に対応します

取
組
内
容

取
組
内
容

労働基準の分野における重点対策

①

 

労働条件の確保・改善対策

②

 

長時間労働の抑制・過重労働による健康障害の防止対策

③

 

11次防計画の目標達成に向けた最終年度における労働災害防止対策と健康確保対策

④

 

最低賃金の周知・履行確保対策

⑤

 

適正な労働条件の整備対策

⑥

 

迅速・適正な労災補償の実施

労働基準の分野
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１１

 
経済情勢に対応した法定労働条件の確保経済情勢に対応した法定労働条件の確保対策対策



 

申告・相談者が置かれた状況に配慮した懇切･丁寧な対応



 

賃金不払や解雇などの申告事案については、優先的に監督指導などを実施



 

企業倒産により賃金の支払を受けられない労働者に対する未払賃金立替払制度の迅速かつ

 適正な運用



 

大型倒産、大量整理解雇等の情報の把握に努め、法定労働条件の履行確保上の問題が懸

 念される事案等については、監督指導を実施するなどにより迅速かつ適切に対応

２

 
労働者の雇用・就業形態に対応した労働条件の確保・改善対策



 

一般労働条件の確保・改善対策の推進

・

 
法定労働条件の履行確保、賃金不払残業の防止を重点とした監督指導等の実施

・

 
重大又は悪質な事案にする司法処分を含む厳正な対処



 

「労災かくし」の排除に係る対策の一層の推進

①①
 

労働条件の確保労働条件の確保・改善対策・改善対策

労働基準の分野における重点対策

労働基準の分野
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

 

長時間労働の抑制に向けた取組の推進

・

 

時間外労働協定届受理時の限度基準に関する指導

・

 

割増賃金等に係る労働基準法の規定の履行確保



 

過重労働による健康障害防止対策の推進

・

 

長時間労働を行った労働者に対する医師による面接指導等の実施徹底

・

 

産業医・衛生管理者等健康管理体制の整備等の指導

・

 

「過重労働による健康障害防止運動」の推進



 

労働時間管理、健康管理等に関する法令の遵守徹底のための監督指導等

・

 

過重労働による業務上の疾病を発生させた事業場、長時間にわたる時間外労働が恒常的に行われ過重

 労働による健康障害を発生させるおそれのある事業場などに対する指導の実施

・

 

労働基準関係法令違反事業場に対する司法処分を含む厳正な対処

②②
 

長時間労働の抑制・過重労働による健康障害の防止対策

労働基準の分野における重点対策

労働基準の分野
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１

 
11次防計画の目標達成に向けた最終年度における労働災害防止対策

○24年上半期を中心として労働災害防止に向けた集中的取組の実施「東京ゼロ災害運動」

・

 

特に災害が多発している建築工事業、道路貨物運送業並びに第三次産業のうち小売業、社会福祉施設、

 飲食店及びビルメンテナンス業を重点業種として、監督指導・個別指導等を集中的に実施

○労働者の安全を確保するための対策の推進

・

 

安全衛生管理体制の確立と安全衛生活動の活性化

・

 

リスクアセスメント等の実施及び労働安全衛生マネジメントシステムの導入促進

・

 

墜落・転落災害、機械災害の防止

２

 
労働者の健康確保対策

○メンタルヘルス対策の推進

・

 

個別の事業場に対する指針等の周知・指導の実施、集団指導、広報等による周知の実施

・

 

メンタルヘルス対策支援センター、地域産業保健センター等による支援

・

 

産業保健フォーラムの開催

○アスベストによる健康障害防止対策、職業性疾病予防対策、化学物質による健康障害の予防対策、職場

 における受動喫煙防止対策の推進

３

 
安全衛生対策を推進するための効果的施策の展開

・

 

労働災害防止団体等の活動の活性化、労使及び国民の意識啓発の推進等

労働基準の分野における重点対策

③③
 

労働者の安全と健康の確保労働者の安全と健康の確保

労働基準の分野
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

 

最低賃金額の周知等の実施

・

 
東京地方最低賃金審議会の円滑な運営

・

 
最低賃金の周知広報

・

 
最低賃金の履行確保のための監督指導の実施



 

最低賃金の引上げに向けた中小企業への支援事業の周知

④④
 

最低賃金の周知・履行確保対策最低賃金の周知・履行確保対策

労働基準の分野における重点対策

労働基準の分野
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⑤⑤
 

適正な労働条件の整備対策対策

労働基準の分野における重点対策



 

仕事と生活の調和のとれた働き方を可能とする環境整備
○

 
労働時間等の設定改善の促進

・

 

労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）の周知・啓発

○

 
ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発等

・

 

仕事と生活の調和推進プログラム、ワーク・ライフ・バランス推進好事例集の周知・啓発
・

 

ワーク・ライフ・バランスセミナーの開催（11月予定）



 

医療現場での勤務環境の改善に向けた取組の推進
・

 

研修会の開催
・

 

コンサルタントによる看護師等の労務管理等の改善についての相談支援
・

 

医療機関における先進的な取組や好事例の収集とその普及・啓発



 

労働契約に関するルールの周知



 

職場のいじめ・嫌がらせ問題防止・解決に向けた環境整備
・

 

「職場のパワーハラスメント問題の予防・解決等に向けた提言」(仮称)の周知

労働基準の分野
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⑥⑥
 

迅速・適正な労災補償の実施迅速・適正な労災補償の実施

労働基準の分野における重点対策



 

労災保険給付の迅速・適正な処理

・

 

標準処理期間内の迅速な事務処理、認定基準等に基づく適正な認定
・

 

相談者等に対する丁寧な説明や申請者に対する処理状況の連絡等の実施



 

脳・心臓疾患事案及び精神障害事案に係る適正な処理
・

 

認定基準等に基づく迅速・適正な事務処理



 

石綿救済制度等に係る周知徹底及び石綿関連疾患の給付請求事案に係る的確な対応



 

審査請求事案、行政訴訟における的確な対応

労働基準の分野
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平成２４年度
 雇用均等の分野における重点対策

雇用均等室
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雇用均等の分野における重点対策

男性も女性も安心して働ける環境を作ります

１

 
男女雇用機会均等確保対策の推進

ア

 

男女雇用機会均等法の実効性の確保
（ア）妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いへの厳正な対応
○

 

相談に対して、労働局長の援助または調停を活用し、円滑かつ迅速な解決を図
ります。

○

 

相談を端緒に法違反を把握した場合は事業主に対し、迅速かつ厳正な指導を実
施します。

（イ）職場におけるセクシュアルハラスメント対策の推進
○

 

企業における実効あるセクシュアルハラスメント対策の徹底を図ります。
（ウ）

 

均等取扱いのための指導等

○

 

配置・昇進等に重点を置いて計画的な報告徴収を進めます。
○

 

差別的取扱いについての相談には、適切に対応します。
（エ）母性健康管理対策の推進

○

 

母性健康管理指導事項連絡カードの活用促進を図ります。
イ

 

男女雇用機会均等法等の周知
○

 

中小企業等を中心に効果的な周知を図ります。
ウ

 

ポジティブ・アクションに取り組む事業主に対する支援
○

 

「均等・両立推進企業表彰」を実施します。

雇用均等の分野

42



雇用均等の分野における重点対策

２

 
仕事と生活の両立支援対策の推進

ア

 

改正育児・介護休業法の履行確保
（ア）改正法に基づく指導等
○

 

平成24年7月1日に改正育児・介護休業法の全面施行に向けて、制度の内容を周知する
とともに、法の履行確保が図られるよう、指導等を実施します。

（イ）不利益取扱い等への相談の対応
○

 

相談に対して、労働局長の援助または調停を活用し、円滑かつ迅速な解決を
図ります。

○

 

相談を端緒に法違反を把握した場合は事業主に対し、迅速かつ厳正な指導を実
施します。

イ

 

両立支援に取り組む事業主に対する支援
○

 

「両立支援助成金」や「中小企業両立支援助成金」等を活用して、
育児休業制度等の利用を促進します。

ウ

 

職業生活と家庭生活との両立の推進に関する周知啓発活動の実施
○

 

「均等・両立推進企業表彰」を実施します。
エ

 

次世代育成支援対策の推進
○

 

一般事業主行動計画の策定・届出等が義務づけられた労働者数
101人以上の企業で一般事業主行動計画が未届の企業に対しては、指導等
を徹底します。

雇用均等の分野
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雇用均等の分野における重点対策

３

 
パートタイム労働対策の推進

ア

 

パートタイム労働法に基づく適切な指導等
○

 

計画的に事業所を訪問し、パートタイム労働者が、その働き・貢献に応じて正社
員等との均等・均衡のある待遇が得られるよう、労働局長による指導等を通じて雇用管理
改善を図ります。

○

 

相談を端緒に法違反を把握した場合は事業主に対し、迅速かつ厳正な指導を実施
します。

○

 

相談に対して、労働局長の援助または調停を活用し、円滑かつ迅速な解決を図り
ます。

イ

 

事業主の支援等
○

 

特に中小企業事業主に対し、均等・均衡待遇に取り組むための具体的な取組方法に関
するアドバイスを行います。

○

 

パートタイム労働者から正社員への転換が推進されるよう、情報提供を行います。
○

 

均衡待遇・正社員化推進奨励金の活用により均等・均衡待遇等に取り組む事業主を
支援します｡

ウ

 

パートタイム労働法等の周知啓発
○

 

あらゆる機会をとらえて十分な周知をはかり、特に事業主に対しては、
法の趣旨を踏まえた自主的な雇用管理改善の取組を促します。

雇用均等の分野
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平成２４年度
 労働保険適用徴収の分野における重点対策

労働保険徴収部

45



労働保険適用徴収の分野

平成24年度

 
労働保険適用徴収の分野における重点対策

●●労働保険未手続事業一掃対策の推進労働保険未手続事業一掃対策の推進

『第３次労働保険未手続事業一掃対策3カ年計画』
平成23年度～25年度

労働局・署・所・受託団体の連携強化
一掃対策連絡協議会の開催（年3回）
実務者レベルの協議（年3回）

署・所・地区協議会の開催
署所合同会議の開催（署所長、担当課長等）

役割に応じた任務遂行
労働局・署⇒

 

職権成立を含む加入勧奨
安定所⇒

 

精度の高いリストの提供
受託団体⇒

 

リスト等を基に加入勧奨

●●労働保険料等の適正徴収労働保険料等の適正徴収

最重要課題

 

収納率の維持・向上

適正な申告・徴収

労働保険率改正・メリット制改正の周知

年度更新業務の円滑な実施

外部委託の効果的・効率的な活用

電子申請の利用の促進

効果的な算定基礎調査の実施

雇用保険の加入漏れに留意し実施

実効ある滞納整理の実施

特に多額・繰返し滞納を重点的に実施

速やかな財産調査・滞納処分の執行

口座振替制度の積極的な利用勧奨
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平成２４年度
 労働相談の充実の分野における重点対策

総務部
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労働相談の充実の分野

48

１

 
労働問題に関するニーズに

 的確に応える相談体制の充実

労働者や事業主等からの労働に関する相談

 
に対し、相談者が適切な相談窓口を選択でき

 
るよう、東京労働局内の各部室、監督署、安

 
定所の所掌事務や施策に応じた窓口体制の

 
充実を図る。

労働に関するあらゆる分野の相談について、

 
東京労働局内、監督署内及び庁外（新宿

 
南・有楽町）に設置した21か所の「総合労働

 
相談コーナー」においてワンストップで相談

 
を受け付け、必要に応じ、監督署、安定所

 
及び雇用均等室へ取り次ぐなど適切な対応

 
を行う。

２

 
労働問題に関する相談への

 適切・迅速な対応

東京労働局内各部室、監督署、安定所は、寄せ

 
られた相談に対して、相談者の置かれている状

 
況に配慮し、懇切・丁寧な相談対応を行うととも

 
に、それぞれの専門性を生かし、適切で迅速な

 
対応を徹底する。

このため、下記事項を確実に実施する。
①

 

問題の解決に資するよう、関連する法令・
判例等の必要な情報提供、アドバイス

②

 

監督指導、各種支援等、所掌する法令等
に基づく迅速・的確な対応

③

 

関係機関とも相互に連携して情報の収集・
把握・提供、相談の取次、関係機関の紹
介等の対応

労働に関する法制度の概要、各種制度の案内資料

 
及びＱ＆Ａ等を東京労働局ホームページやその他

 
の広報媒体に掲載するなど、情報提供を積極的に

 
行い、利用者が有効な相談機関を選択でき、申請・

 
届出等が容易に行えるよう努める。



労働相談の充実の分野

49

３

 
個別労働紛争解決制度の

 積極的な運営

総合労働相談コーナーにおける
ワンストップサービスの提供

労働契約法等を踏まえた的確な
相談の実施

助言・指導及びあっせん制度の
的確な運用

個別労働紛争解決制度の周知

関係機関・団体との連携強化

企業内における自主的解決

労働問題に関する相談、情報

 
の提供のワンストップサービス

紛争解決制度の対象とすべき事案

労働者 事業主

都道府県労働局

あっせん委員（学識経験者）によ

 
るあっせん・あっせん案の提示

都道府県労

 
働局長によ

 
る助言・指導

裁
判
所
、
法
テ
ラ
ス
等
に

 

お
け
る
相
談
窓
口

法違反に対する指導・監督等

企業

紛争

総合労働相談コーナー

紛争調整委員会

労働基準監督署

 

公共職業安定所

 

雇用均等室

連携

個別労働紛争解決システムの概要



平成２４年度
 東京労働局雇用施策実施方針について

東京における、労働行政と地方自治体の連携に
 よる、より高い行政効果を目指した雇用施策に

 関する方針

東 京 労 働 局

資料

 

４
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1
 
雇用施策実施方針（地方方針）の構成


 

都内の雇用情勢及び課題

1
 

雇用情勢の現状

2
 

主要な課題


 

雇用施策の重点


 

雇用施策に関する数値目標
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2
 
雇用施策の重点

重点４

 
子育てする女性等に対する再就職支援の充実

重点５

 
職業訓練の効果的な活用による就職支援

重点３

 
障害者雇用対策の推進

重点1

 
若年者雇用対策の推進

重点２

 
高年齢者雇用対策の推進

重点６

 
求職者個々の状況に的確に対応した就職支援

重点７

 
その他の様々な対策
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